
2022 年 3月 
各位 

株式会社 山形銀行

「〈やまぎん〉未成年者口座および課税未成年者口座開設に関する約款」改定のお知らせ 

日頃は格別のご高配を預かり厚くお礼申しあげます。 
このたび弊行では、「〈やまぎん〉未成年者口座および課税未成年者口座開設に関する約款」を下記の
とおり改定させていただくこととなりましたのでお知らせいたします。 
なお、改定後の新規定は、改定前よりお取引をいただいているお客さまにも適用されますので、予め
ご了承ください。
何卒、ご理解賜りますようお願い申しあげます。

記 
１．実施日 
2022 年 4月 1日（金） 

２．改定内容 

改  定  後 改  定  前 
第２条 未成年者口座の管理（未成年者口座開設届出書等

の提出） 

４ お客さまがその年の３月３１日において１８ 歳である年（以

下、「基準年」といいます。）の前年１２月３１日または２０２

３年１２月３１日のいずれか早い日までに、当行に対して「未

成年者口座廃止届出書」を提出した場合または租税特別措置

法第 37 条の 14 の２第 20 項の規定により「未成年者口座廃

止届出書」の提出をしたものとみなされた場合（災害、疾病その

他の租税特別措置法施行令第２５条の１３の８第５項で定

めるやむを得ない事由（以下、「災害等事由」といいます。）によ

る移管または返還で、当該未成年者口座および課税未成年者

口座に記載もしくは記録または預入れがされている上場株式等お

よび金銭その他の資産の全てについて行うもの（以下、「災害等

による返還等」といいます。）が生じた場合を除きます。）には、

未成年者口座を設定したときから当該未成年者口座が廃止され

る日までの間にお客さまが非課税で受領した配当等および譲渡

所得等について課税されます。 

第２条 未成年者口座の管理（未成年者口座開設届出書等

の提出） 

４ お客さまがその年の３月３１日において１８歳である年（以

下、「基準年」といいます。）の前年１２月３１日までに、当行

に対して「未成年者口座廃止届出書」を提出した場合または租

税特別措置法第37 条の 14 の２第 20 項の規定により「未成

年者口座廃止届出書」の提出をしたものとみなされた場合（災

害、疾病その他の租税特別措置法施行令第２５条の１３の

８第５項で定めるやむを得ない事由（以下、「災害等事由」と

いいます。）による移管または返還で、当該未成年者口座およ

び課税未成年者口座に記載もしくは記録または預入れがされて

いる上場株式等および金銭その他の資産の全てについて行うもの

（以下、「災害等による返還等」といいます。）が生じた場合を

除きます。）には、未成年者口座を設定したときから当該未成

年者口座が廃止される日までの間にお客さまが非課税で受領し

た配当等および譲渡所得等について課税されます。 



５ 当行が「未成年者口座廃止届出書」（お客さまがその年１月

１日において１７歳である年の９月３０日または２０２３年

９月３０日のいずれか早い日までに提出がされたものに限り、お

客さまが１月１日において１７歳である年に提出され、かつ、そ

の提出の日の属する年分の非課税管理勘定に既に上場株式等

の受入れをしていた場合の「未成年者口座廃止届出書」を除き

ます。）の提出を受けた場合には、当行はお客さまに租税特別

措置法第３７条の１４の２第５項第８号に規定する「未成年

者口座廃止通知書」を交付します。 

第２１条 代理人による取引の届出（代理人による取引の届

出） 

３ お客さまの法定代理人が未成年者口座および課税未成年者

口座における取引を行っている場合において、お客さまが１８歳

に達した後も当該法定代理人が未成年者口座および課税未成

年者口座における取引を継続しようとする場合には、あらかじめ当

行に対して、その旨の届出を行っていただく必要があります。

５ お客さまの法定代理人以外の代理人が未成年者口座および

課税未成年者口座において取引を行っている場合において、お

客さまが１８歳に達した後も当該代理人が未成年者口座および

課税未成年者口座における取引を継続しようとする場合には、あ

らかじめ当行に対して、その旨の届出を行っていただく必要がありま

す。 

附則 

成年年齢に係る令和元年税制改正に伴い、２０２３年１月１

日より、 本文中の「２０歳」を「１８歳」に、「１９歳」を「１７歳」

に読み替えます。その場合、２０２３年1月1日時点で１９歳、

２０歳である者は同日に１８歳を迎えたものとみなされます。 

５ 当行が「未成年者口座廃止届出書」（お客さまがその年１月

１日において１９歳である年の９月３０日または２０２３年

９月３０日のいずれか早い日までに提出がされたものに限り、お

客さまが１月１日において１９歳である年に提出され、かつ、そ

の提出の日の属する年分の非課税管理勘定に既に上場株式

等の受入れをしていた場合の「未成年者口座廃止届出書」を除

きます。）の提出を受けた場合には、当行はお客さまに租税特

別措置法第３７条の１４の２第５項第８号に規定する「未

成年者口座廃止通知書」を交付します。

第２１条 代理人による取引の届出（代理人による取引の届

出） 

３ お客さまの法定代理人が未成年者口座および課税未成年者

口座における取引を行っている場合において、お客さまが２０歳

に達した後も当該法定代理人が未成年者口座および課税未成

年者口座における取引を継続しようとする場合には、あらかじめ

当行に対して、その旨の届出を行っていただく必要があります。

５ お客さまの法定代理人以外の代理人が未成年者口座および

課税未成年者口座において取引を行っている場合において、お

客さまが２０歳に達した後も当該代理人が未成年者口座およ

び課税未成年者口座における取引を継続しようとする場合に

は、あらかじめ当行に対して、その旨の届出を行っていただく必要

があります。 

附則  

この約款は、令和３年４月１日より適用します。

以 上 

お問い合わせ 
事務統括部 0120－425－931 

電話受付時間：午前 9時～午後 5時（土日祝日・年末年始を除く）


